
下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、下関駅周辺の居住誘導区域に存する空き家の除却を推進

することにより、空き家の跡地の有効活用を促進し、もって当該区域のまち

の更新及び住環境の向上を図るため、空き家の除却に要する費用の一部を補

助する下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金（以下「補助金」

という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 解体業者 建築工事業、土木工事業若しくは解体工事業の許可を受けて

いる者又は解体工事業の登録をしている者で市内に本店、支店、営業所、

事務所等を有するものをいう。 

(2) 居住誘導区域 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８１

条第１項の規定により市が作成する下関市立地適正化計画に定める都市の

居住者の居住を誘導すべき区域をいう。 

(3) 下関駅周辺地区 別表第１に定める地区をいう。 

(4) 空き家 次に掲げる要件の全てを満たす建築物（長屋住宅の各戸を含

む。）をいう。 

ア 下関駅周辺地区に存しており、おおむね年間を通して使用実績がなく、

常時無人の状態であること。 

イ 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）

第２２条第３項の規定による命令に係る特定空家等（同法第２条第２項

に規定する特定空家等をいう。）でないこと。 

 （交付の対象） 

第３条 補助金は、市長が公益上必要があると認める次条第２項に規定する補

助対象事業を行う同条第１項に規定する補助対象者に対して、その実施に必

要な経費の一部について交付する。 

（補助対象者等） 



第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次

に掲げる要件のすべてを満たすものとする。 

(1) 空き家を除却しようとするものであること。 

(2) 空き家を処分する権利を有する者であること。 

(3) 下関市の市税（以下「市税」という。）を滞納していないこと。 

(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でないもの又は同条第２号に規

定する暴力団若しくは当該暴力団員と密接な関係を有しないものであるこ

と。 

２ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補

助対象者が解体業者に依頼して行う空き家の除却工事で、次に掲げる工事を

除いたものとする。 

(1) 空き家の一部を除却する工事（長屋の一部の住戸を除却する工事を除

く。） 

(2) 他の制度等に基づく補助金等の交付を受ける工事 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象者が解体業者に支払った補助対象事業に係る経費（消費税及び地方

消費税相当額を除く。）とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額とし、 

１００万円を限度とする。 

２ 前項の補助金の額に、１，０００円未満の端数があるときは、これを切り

捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第７条 補助対象事業を行う補助対象者は、補助金の交付を受けようとすると

きは、下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付申請書（様式

第１号）を市長に提出しなければならない。 

２  前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (1) 空き家の位置図（付近見取図） 



(2) 空き家の平面図（空き家の用途が住宅の場合に限る。） 

(3) 空き家の外観写真 

(4) 空き家が記載された固定資産税・都市計画税納税通知書の写し又は固定

資産課税台帳兼名寄帳若しくは全部事項証明書の写し 

(5) 解体業者が提出した見積書の写し（経費の内訳が記載されたものに限る

ものとし、家財撤去又は外構工事を含む場合にあっては当該撤去等に要

する額を、含まない場合にあってはその旨を内訳に明記するものとする。） 

(6) 前号の解体業者の建築工事業、土木工事業若しくは解体工事業の許可書

又は解体工事業の届出書の写し 

(7) 市税の滞納がないことを証する書類 

 (8) 空き家を処分する権利を有することが確認できる書類（第４号の書類で

確認できる場合を除く。） 

(9) その他市長が必要と認める書類 

 （交付の決定） 

第８条 市長は、前条第１項の規定による申請があった場合において、その内

容を審査し、及び必要に応じて現地調査を行い、補助金を交付すべきものと

認めたときは、予算の範囲内において、補助金の交付を決定するものとする。 

２ 市長は、前条第１項の規定による申請があった場合において、空き家の用

途が住宅であった場合には、必要に応じて別表第２による住宅の不良度の測

定及び別表第３による周辺への危険度の判定を実施するものとする。 

３ 補助対象者は、１会計年度内において、複数の空き家の除却を補助対象事

業とした補助金の交付の決定を受けることができないものとする。 

 （交付の条件） 

第９条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付を決定する場合におい

て、当該補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、補

助金の交付の決定に条件を付することができる。 

 （決定の通知） 

第１０条 市長は、第８条第１項の規定により補助金の交付を決定したときは、

下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付決定通知書（様式第

２号）により、当該申請をした補助対象者に通知するものとする。 



２ 市長は、第８条第１項の規定による審査により、補助金の交付が適当でな

いと認めるときは、補助金を交付しない旨を下関駅周辺地区空き家除却跡地

活用促進事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、当該申請をし

た者に通知するものとする。  

（補助対象事業の実施） 

第１１条 前条第１項の規定による通知を受けた補助対象者（以下「補助事業

者」という。）は、適切に補助対象事業を実施しなければならない。 

２ 補助事業者が第８条第１項の規定による補助金の交付の決定前に補助対象

事業に着手した場合は、当該補助事業者に対しては、補助金を交付しない。 

 （申請の取下げ） 

第１２条 補助事業者は、第１０条第１項の規定による通知を受けた後に補助

対象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、下関駅周辺地区空き家除

却跡地活用促進事業補助金取下げ申出書（様式第４号）により当該補助対象

事業に係る補助金の交付の申請を取り下げることができる。 

２ 前項の規定により申請が取り下げられたときは、当該申請に係る補助金の

交付の決定は、なかったものとみなす。 

（補助対象事業の変更に係る承認の申請等） 

第１３条 補助事業者は、補助対象事業の内容又は補助対象経費の配分を変更

しようとするときは、あらかじめ当該変更に係る下関駅周辺地区空き家除却

跡地活用促進事業補助金変更承認申請書（様式第５号）を市長に提出して、

その承認を受けなければならない。ただし、市長が当該変更を軽微な変更と

認めるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定による申請においては、第７条第２項の規定を準用する。この

場合において、前項の申請書に添付する書類は、当該変更に係る書類に限る。 

３ 補助事業者は、補助対象事業が当該年度の２月末日までに完了しないとき、

又は補助対象事業の遂行が困難となったときは、遅滞なく、その理由及び当

該補助対象事業の遂行の状況を記載した書類を市長に提出して、その指示を

受けなければならない。 

４ 市長は、第１項の申請書の提出又は前項の書類の提出を受けた場合には、

補助金の交付の決定を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した



条件を変更することができる。 

５ 市長は、前項の場合において、下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事

業補助金変更等決定通知書（様式第６号）により、補助事業者に通知するも

のとする。 

 （完了報告） 

第１４条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、その完了の日から

起算して３０日を経過した日又は当該年度の２月末日のいずれか早い日まで

に、次に掲げる書類を添えて、下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業

完了届（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

 (1) 除却工事の工事請負契約書又は請書の写し 

(2) 補助対象事業に係る解体業者の請負代金請求書の写し（補助対象事業の

着手後に金額の変更があった場合は、内訳を添付するものとする。ただし、

前条第２項の規定により内訳が記載されたものを提出しているときは、こ

の限りでない。） 

(3) 補助対象経費の支払に係る領収書の写し。ただし、口座振込等により領

収書の交付がない場合は、支払状況が分かるものとして、市長が認めた書

類とする。 

(4) 補助対象事業に係る廃棄物に関する処分証明書（マニフェスト伝票（Ｅ

票）等をいう。）の写し 

(5) 補助対象事業の完了を確認できる写真 

 (6) その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１５条 市長は、前条の規定による報告があった場合において、その内容を

審査し、及び必要に応じて現地調査を行い、補助対象事業が適切に実施され

たと認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に対し、下

関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付額確定通知書（様式第

８号）により通知するものとする。 

 （是正のための措置） 

第１６条 市長は、前条の規定による審査の結果、補助対象事業の成果が補助

金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、



当該補助対象事業について、これに適合させるための措置をとるべきことを

補助事業者に対して指示することができる。 

２ 第１４条の規定は、前項の規定による指示に従って行う補助対象事業につ

いて準用する。 

 （補助金の交付請求） 

第１７条 第１５条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を

受けようとするときは、請求書（様式第９号）を市長に提出しなければなら

ない。ただし、当該補助事業者が空き家の除却工事契約を締結した解体業者

に補助金の受領を委任する場合は、請求書（受領委任払用）（様式第１０号）

によるものとする。 

 （補助金の交付） 

第１８条 市長は、前条の規定により請求書の提出を受けた場合において、こ

れを審査し、適当であると認めるときは、当該請求を受理した日から３０日

以内に補助事業者又は解体業者に当該請求額を交付するものとする。 

 （関係書類の整備等） 

第１９条 補助事業者は、補助対象事業の実施及び経費の収支に関する帳簿そ

の他関係書類を整備し、当該補助対象事業の完了した日の属する会計年度の

翌年度の初日から起算して５年間これを保管しなければならない。 

 （決定の取消し等） 

第２０条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

  (1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

  (2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

 (3) 補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件に違反したとき、

又は市長の指示に従わなかったとき。 

 (4) 第１４条の規定による完了報告の期限までに下関駅周辺地区空き家除却

跡地活用促進事業完了届の提出がないとき。 

(5) この要綱に違反したとき。 

(6) 不適当な方法で補助対象事業が実施されているとき。 

 (7) その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。 



２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助事

業者に対し期限を定めてその返還を命ずる。 

３ 前２項の規定は、第１５条の規定による補助金の額の確定があった後にお

いても適用する。 

４ 第１項の規定による取消しの通知にあっては補助金交付取消通知書（様式

第１１号）により、第２項の規定による返還の命令にあっては補助金返還命

令書（様式第１２号）により行うものとする。 

 （検査等） 

第２１条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し質問をし、

報告を求め、若しくは補助対象事業の実施に関し必要な指示をし、又は第 

１９条の帳簿その他関係書類を検査することができる。 

 （その他） 

第２２条 この要綱の運用に関して必要な事項は、その都度市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年９月１日から施行する。 

（要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、令和

９年度以前の予算に係る補助金（当該年度の予算で翌年度に繰り越したもの

に係る補助金を含む。）の取扱いについては、この要綱は、同日後もなおそ

の効力を有する。 

 



 

 

別表第１（第２条関係） 

下関駅周辺地区  

大和町一丁目、大和町二丁目、東大和町一丁目、東大和町二丁目、

竹崎町一丁目、竹崎町二丁目、竹崎町三丁目、竹崎町四丁目、今

浦町、新地町、上新地町一丁目、長門町、上条町、長崎町一丁目、

長崎本町、長崎新町、関西本町、笹山町、豊前田町一丁目、豊前

田町二丁目、豊前田町三丁目、細江町一丁目及び細江町三丁目の

居住誘導区域  

 



別表第２（第８条関係） 

住宅の不良度の測定基準表（木造住宅等 外観目視により判定できる項目） 

※この表は、住宅地区改良法施行規則（昭和35年建設省令第10号） 別表第１ 住宅の不良度の測定基準における

目視条件を抜粋したものである。 

評定区分 評定項目 評定内容 評点 最高評点 

1 

 

構造 

一般の 

程度 

① 基礎 イ 構造耐力上主要な部分である基礎が玉石であるもの 10 45 

 ロ 構造耐力上主要な部分である基礎がないもの 20 

② 外壁 

又は界壁 

外壁の構造が粗悪なもの又は各戸の界壁が住戸の独立性を確保するため適

当な構造でないもの 

25 

 

2 構造の 

腐朽 

又は 

破損の 

程度 

③ 基礎、 

土台、 

柱又

は 

はり 

イ 柱が傾斜しているもの、土台又は柱が腐朽し、又は破損しているもの等

小修理を要するもの 

25 100 

ロ 基礎に不同沈下のあるもの、柱の傾斜が著しいもの、はりが腐朽し、又

は破損しているもの、土台又は柱の数ケ所に腐朽又は破損があるもの等

大修理を要するもの 

50 

ハ 基礎、土台、柱又ははりの腐朽、破損又は変形が著しく崩壊の危険のあ

るもの 

100 

④ 外壁 

又は界壁 

イ 外壁又は各戸の界壁の仕上材料の剥落、腐朽又は破損により、下地の露

出しているもの 

15 

ロ 外壁又は各戸の界壁の仕上材料の剥落、腐朽又は破損により、著しく下

地の露出しているもの又は壁体を貫通する穴を生じているもの 

25 

⑤ 屋根 イ 屋根ぶき材料の一部に剥落又はずれがあり、雨もりのあるもの 15 

ロ 屋根ぶき材料に著しい剥落があるもの、軒の裏板、たる木等が腐朽した

もの又は軒のたれ下がったもの 

25 

ハ 屋根が著しく変形したもの 50 

3 防火上

又は避

難上の

構造の

程度 

⑥ 外壁 イ 延焼のおそれのある外壁があるもの 10 30 

ロ 延焼のおそれのある外壁の壁面数が３以上あるもの 20 

⑦ 屋根 屋根が可燃性材料でふかれているもの 10 

4 排水 

設備 

⑧ 雨水 雨どいがないもの １０ 10 

備考 １つの評定項目につき該当評定内容が２つ又は３つある場合においては、当該評定項目についての評点は、

該当評定内容に応ずる各評点のうち最も高い評点とする。 



別表第３（第８条関係） 

周辺への危険度の判定基準表 

 

 
項目 建物の立地状況 

ﾁｪｯｸ 

欄 

危険度 

判定 

 

 

 

 

 

周辺

への

影響 

 

 

①外壁材又は

屋根材の落下

等 

・落下し、又はそのおそれのある建物である。   

□該当 

又は 

□該当

しない 

・落下し、又はそのおそれのある建物から道路境界線及び隣

地境界線までの水平距離が、落下し、又はそのおそれのある

部分の高さの２分の１以内である。 

 

・隣地（現に使用されており、建築物が存在している又は多

数の人の利用があるものに限る。）及び道路は、落下し、又

はそのおそれのある部分の高さより低い位置にある。 

 

 

 

②倒壊等 

 

・倒壊等のおそれのある建物である。   

□該当 

又は 

□該当

しない 

・倒壊等のおそれのある建物から道路境界線及び隣地

境界線までの水平距離が、当該建物の高さ以内である。 
 

・隣地（現に使用されており、建築物が存在している又は多

数の人の利用があるものに限る。）及び道路は、当該建物の

高さより低い位置にある。 

 

 

 １ ①及び②の項目ごとに判定し、いずれかの項目で危険と判定される場合に周辺への危険がある

住宅とする。 
 

 ２ ①及び②の項目については、全てのチェック事項に該当する場合に危険と判定する。 

 

 

 

   ①外壁材又は屋根材の落下等                ②倒壊等 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

←道路境界線 

(←隣地境界線)    

 
 
 
 
                h 

                                        道路 

                                       (隣地) 

 

                     

 

h／2 

（以内は危険）             

 

 

 

←道路境界線 

(←隣地境界線) 
 

 

                 h   

 

                                            道路 

                                           (隣地) 

 

                     

       

h 

（以内は危険）             



様式第１号（第７条関係） 

年  月  日  

（宛先）下関市長 

 

申請者 郵便番号 

                 住  所 

                 氏 名
フ リ ガ ナ

              

                電話番号 

 

下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付申請書 

 

年度において下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業を実施するた

め補助金の交付を受けたいので、下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業

補助金交付要綱第７条第１項の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申

請します。 

記 

１ 補助対象事業の名称 

年度 下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業 

２ 補助対象事業の目的及び内容 

空き家の除却工事 

３ 補助対象事業の実施場所（空き家の所在地（住居表示）） 

下関市                   

４ 補助対象事業実施予定期間 

交付決定後、約  ヶ月間 

５ 補助対象事業に要する経費（税抜見積額） 

   金           円 

６ 交付を受けようとする補助金の額 

   金           円 

７ 跡地の活用用途（予定で可） 

   □宅地 □店舗等用地 □駐車場 □その他（           ） 



８ 誓約事項 

私は次の(1)から(7)までの事項について誓約します。 

(1) 申請者は申請空き家を処分する権利を持つこと。 

(2) 申請者が暴力団員でないこと及び暴力団又は暴力団員と密接な関係を有

しないこと。 

(3) 本申請の補助対象事業の解体業者が、暴力団若しくは暴力団員であった

こと又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有したことが判明したと

きは、申請者は市に補助金を返還すること。 

(4) 申請者は補助対象事業の実施に当たり、他の補助金等の交付を受けない

こと。 

(5) 申請者は補助金の交付決定前に補助対象事業（契約締結を含む。）に着手

しないこと。 

(6) 申請者は提出した書類一式については返還を求めないこと。 

(7) 申請者は市長が必要に応じて実施する空き家の不良度の測定及び周辺へ

の危険度の判定に協力すること。 

年  月  日 

申請者氏名（自署）             

 

９ 添付書類 

(1) 空き家の位置図（付近見取図） 

(2) 空き家の平面図（空き家の用途が住宅の場合に限る。） 

(3) 空き家の外観写真 

(4) 空き家が記載された「固定資産税・都市計画税納税通知書」の写し又は「固

定資産課税台帳兼名寄帳」若しくは「全部事項証明書」の写し 

(5) 解体業者が提出した見積書の写し（経費の内訳が記載されたものに限るも

のとし、家財撤去又は外構工事を含む場合にあっては当該撤去等に要する額

を、含まない場合にあってはその旨を内訳に明記するものとする。） 

(6) （5）の解体業者の建築工事業、土木工事業若しくは解体工事業の許可書

又は解体工事業の届出書の写し 

(7) 市税の滞納がないことを証する書類 

(8) 空き家を処分する権利を有することが確認できる書類（（4）の書類で確認

できる場合を除く。） 

(9) その他市長が必要と認める書類 

10 解体業者に補助金の受領を委任することの希望の有無 

□ 有   □ 無  （いずれかに☑チェック） 



様式第２号（第１０条関係） 

   第     号  

年   月   日  

 

               様 

 

下関市長         □印    

 

下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付決定通知書 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった下関駅周辺地区空き家除却跡地活用

促進事業補助金について、交付の決定をしたので、下関駅周辺地区空き家除却

跡地活用促進事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により、次のとおり通

知します。 

 

１ 補助金交付決定額    金           円 

 

２ 交付条件 

(1) この事業を中止し、又は廃止しようとするときは、下関駅周辺地区空き

家除却跡地活用促進事業補助金取下げ申出書（様式第４号）を市長に提出

しなければならない。 

(2) この事業の内容又は補助対象経費の配分を変更しようとするときは、あ

らかじめ下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金変更承認申請

書（様式第５号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

(3) この事業が完了したときは、事業が完了した日から起算して３０日を経

過した日又は当該年度の２月末日のいずれか早い日までに、関係書類を添

えて下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業完了届（様式第７号）を

市長に提出しなければならない。 



(4) 市長がこの事業又はこの事業の収支状況等を調査するため、質問し、報

告を求め、若しくは事業の実施に関し必要な指示をし、又は帳簿、書類等

の提出若しくは検査を求めたときは、これを拒むことができない。 

(5) 次のいずれかに該当するときは、市長は、交付決定の全部又は一部を取

り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているとき

は返還を命じる。 

ア 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金を他の用途に使用したとき。 

ウ 補助金の交付の決定の内容若しくは及びこれに付した条件に違反し

たとき、又は市長の指示に従わなかったとき。 

エ 完了報告の期限までに下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業

完了届（様式第７号）の提出がないとき。 

オ この要綱に違反したとき。 

カ 不適当な方法で補助対象事業が実施されているとき。 

キ その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。 

 

 



様式第３号（第１０条関係） 

   第     号  

年   月   日  

 

               様 

 

下関市長         □印    

 

下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金不交付決定通知書 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった下関駅周辺地区空き家除却跡地活用

促進事業の補助金の交付について、審査の結果、不交付の決定をしたので、下

関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付要綱第１０条第２項の規

定により通知します。 

 

 

１ 補助対象事業の実施場所 

空き家の所在地 

下関市                   

 

２ 不交付の理由 

 □ 下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付要綱第８条第１

項に定める予算の範囲を超えるため。 

 □ その他 

 



様式第４号（第１２条関係） 

年   月   日  

（宛先）下関市長 

 

申請者  住 所 

氏 名                     

 

 

 

下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金取下げ申出書 

 

 

先に申請した下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金について、

下記により補助対象事業を中止し、又は廃止したいので、下関駅周辺地区空き

家除却跡地活用促進事業補助金交付要綱第１２条第１項の規定により交付の申

請の取下げを申し出ます。なお、提出済みの書類に関しては返却を求めません。 

 

記 

 

１ 中止し、又は廃止したい理由 

 

 

 

 



様式第５号（第１３条関係） 

年   月   日  

（宛先）下関市長 

 

申請者  住 所 

氏 名                     

 

 

 

下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金変更承認申請書 

 

 

先に交付決定を受けた補助対象事業の内容又は補助対象経費の配分を下記の

とおり変更したいので、下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交

付要綱第１３条第１項の規定により申請します。 

記 

１ 変更の内容 

変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

※ 添付書類 

  交付申請の際に添付した書類のうち、変更に係る書類を添付すること。 



様式第６号（第１３条関係） 

   第     号  

年   月   日  

 

               様 

 

下関市長         □印    

 

下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金変更等決定通知書 

 

年  月  日付け  第    号の下関駅周辺地区空き家除却跡地

活用促進事業補助金交付決定通知書に係る    年  月  日付け下関駅

周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金変更承認申請書（又は下関駅周辺

地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付要綱第１３条第３項の規定により

提出する理由及び状況を記載した書類）について、同条第４項の規定により、

次のとおり変更等の決定をしたので、同条第５項の規定により通知します。 

 

１ 決定の内容 

   交付の決定の取消し・決定の内容等の変更・不承認 

２ 変更の内容 

変更前 変更後 

 

 

 

 

 

３ 交付の決定の取消し・不承認の理由 

 



様式第７号（第１４条関係） 

年   月   日  

（宛先）下関市長 

 

申請者  住 所 

氏 名                     

 

下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業完了届 

 

先に補助金交付決定（変更決定）の通知のあった下関駅周辺地区空き家除却

跡地活用促進事業補助金について、補助対象事業が下記のとおり完了したの

で、下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付要綱第１４条の規

定により、添付書類を添えて提出します。 

記 

１ 補助対象事業の実施場所 

空き家の所在地（住居表示） 

下関市                   

２ 補助対象経費 

             円（税抜支払額） 

３ 補助対象事業の実施期間 

着 工        年  月  日（契約日） 

完 了        年  月  日（事業費の支払日） 

４ 添付書類 

(1) 除却工事の工事請負契約書又は請書の写し 

(2) 補助対象事業に係る解体業者の請負代金請求書の写し（補助対象事業の

着手後に金額の変更があった場合は、内訳を添付するものとする。ただ

し、すでに内訳が記載されたものを提出している時を除く。） 

(3) 補助対象経費の支払に係る領収書の写し（口座振込等により領収書の交

付がない場合は、支払状況が分かるものとして、市長が認めた書類） 

(4) 補助対象事業に係る廃棄物に関する処分証明書（マニフェスト伝票（Ｅ

票）等）の写し 



(5) 補助対象事業の完了を確認できる写真 

(6) その他市長が必要と認める書類 



様式第８号（第１５条関係） 

   第     号  

年   月   日  

 

               様 

 

下関市長         □印    

 

 

下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付額確定通知書 

 

年  月  日付けで事業完了届の提出があった下関駅周辺地区空き家

除却跡地活用促進事業補助金について、次のとおり補助金の額を確定したの

で、下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付要綱第１５条の規

定により次のとおり補助金の額を確定したので通知します。 

 

 

 

補助金交付確定額   金          円 

 

 



様式第９号（第１７条関係） 

年  月  日  

 

（宛先）下関市長 

 

申請者  住 所 

氏 名                           

 

請求書 

  

先に補助金交付額確定の通知のあった下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促

進事業補助金について、下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交

付要綱第１７条の規定により、次のとおり請求します。 

 

１ 補助金請求額   金            円 

 

２ 振込先  

金融機関名 

（ゆうちょ銀行以外） 
銀行・金庫・組合・農協 店舗名 

支店・支所 

・出張所 

預金種別 １普通 ２当座 ３その他（   ） 口座番号        

口座名義 ※本人名義の口座をカタカナで記入 

                      

ゆうちょ銀行 記号番号              

口座名義 ※本人名義の口座をカタカナで記入 

                      

（注）口座名義は、補助事業者（申請者）と同一人としてください。 



様式第１０号（第１７条関係） 

年  月  日  

（宛先）下関市長 

 

申請者  住 所 

氏 名（自署） 

 

請求書（受領委任払用） 

 

先に補助金交付額確定の通知のあった下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促

進事業補助金について、下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交

付要綱第１７条の規定により、次のとおり請求します。 

 なお、この請求による補助金の受領に係る権限については、次のとおり委任

します。 

 

１ 補助金請求額   金            円 

 

２ 受任者 

 所 在 地                        

  事業者名                        

  代表者名                        

 

３ 振込先 

金融機関名 

（ゆうちょ銀行以外） 
銀行・金庫・組合・農協 店舗名 

支店・支所 

・出張所 

預金種別 １普通 ２当座 ３その他（   ） 口座番号        

口座名義 ※受任者名義の口座をカタカナで記入 

                      

ゆうちょ銀行 記号番号              

口座名義 ※受任者名義の口座をカタカナで記入 

                      

 



様式第１１号（第２０条関係） 

   第     号  

年   月   日  

 

               様 

 

下関市長         □印    

 

 

補助金交付取消通知書 

 

 

年  月  日付け  第     号で補助金の額を（決定・確定）

した下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金については、下関駅周

辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付要綱第２０条第１項の規定によ

り、次のとおり交付決定の（全部・一部）を取り消したので、同条第４項の規

定により通知します。 

 

 

１ 交付（決定・確定）額    金         円 

 

２ 交付取消金額        金         円 

 

３ 取消後の交付（決定・確定）額  金         円 

 

４ 取消理由 

 

 



様式第１２号（第２０条関係） 

   第     号  

年   月   日  

 

               様 

 

下関市長         □印    

 

補助金返還命令書 

 

 

年  月  日付け  第    号で補助金の額を確定し、交付した

下関駅周辺地区空き家除却跡地活用促進事業補助金については、下関駅周辺地

区空き家除却跡地活用促進事業補助金交付要綱第２０条第２項の規定により、

次のとおり補助金の返還を命じます。 

 

 

１ 既交付額    金          円 

 

２ 返還金額    金          円 

 

３ 返還期限       年  月  日 

 

４ 返還理由 

 

 

 

 

 


